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Well-being に関する取りまとめ作業方針 

 

内閣府 政策統括官（経済社会システム担当）付参事官（総括担当） 

 
 
取りまとめの考え方 

経済財政運営と改革の基本方針 2025（2025 年 6 月閣議決定）において「Well-being の

高い社会の実現に向け、働く、学ぶ、健康、子育て、地域の生活に関連する基本計画や大

綱において、生活の Well-being 改善につながる実効的なＫＰＩの設定を進めるとともに、

Well-being の把握を継続・強化する」とされたところ。また、Well-being に関する関係府省

庁間の情報共有、優良事例の横展開を進めていくことは重要である。これらを踏ま

え、下記の通り、［１］基本計画等の KPI と、［２］Well-being に関する取組・予算額につい

て、とりまとめる。 

Well-being について確立された定義はないが、身体的・精神的・社会的に「良い状態」を

表すという定義例にあるように、非常に幅広い概念である。このため、Well-being に関する

取りまとめにおいては、一定の目安を定めた上で、目安に適合するものは取りまとめ対象

とする。目安に適合しないものであっても、各府省庁において Well-being に関連すると考え

られるものは幅広く登録を検討いただきたい。 

 

［１］基本計画等のＫＰＩ  

（１）基本計画等のリストアップ 

Well-being の高い社会の実現に向けた KPI の設定等の検討に資するよう、原則として以

下の目安をすべて満たす基本計画等をリストアップする。 

① 国民生活に直接関係する分野の基本計画等 

② 毎年又は複数年ごとに決定・改定する基本計画等 

③ 総合的・計画的な基本計画等（例：個別河川の基本計画は原則として対象としない） 

④ KPI・参考指標等を策定している基本計画等 

 

（２）基本計画等における KPI 

上の（１）でリストアップした基本計画等につき、現行の KPI における Well-being 関連指

標（※）の設定状況を記載する。多数の Well-being 関連指標が設定されている場合は、基

本計画における分野ごとに代表的なものをいくつか選択して複数記載する。その際、量的

指標だけではなく、質的指標についても記載を検討する（参考１参照）。 

 

（※）Well-being 関連の KPI には、以下のいずれも含む 

ア）主観的 Well-being 指標（例：生活満足度、自己肯定感、住環境に満足している割合）

イ）客観的に Well-being や生活の質を示すアウトカム指標（例：文化芸術活動への参加

率、子供の貧困率等） 
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［２］Well-being に関する取組・予算額 

関係府省庁で取り組んでいる Well-being に関する 

① 基本計画等の KPI 改善に資する取組 

② 分析・研究・実証事業等 

③ 統計・調査 

について、取組概要と予算額を取りまとめる。 
 
（１）具体的なイメージ 

① 基本計画等のＫＰＩ改善に資する取組 

・前項[1]で記載した、生活の Well-being 改善につながる Well-being 関連の KPI（主観

的 Well-being 指標、客観的に Well-being や生活の質を示すアウトカム指標）を改善

するために実施している事業・取組。多数の事業・取組がある場合は、当該 KPI と関

係の深い代表的な事業・取組を記載する。 

②分析・研究・実証事業等 

・白書・報告書等における Well-being に関する分析のうち、概ね過去３年以内に実施し

たもの（例：労働者の満足度に関する分析等） 

・政府内の各種研究費を活用した、大学・研究機関・民間企業等による Well-being の

計測に関する研究 

   ・実証事業について、満足度等の Well-being の変化を把握するもの 

➂統計・調査 

・Well-being に関する調査項目を設定している統計調査、意識調査等（委託調査、所管

の独立行政法人が実施する統計・調査を含む）。原則として複数回実施する統計・

調査（単発の統計・調査は原則対象としない） 

 

（２）取りまとめる事項 

・取組・分析等の概要。（①基本計画等の KPI 改善に資する取組には、対応する基本計画

と KPI を記載することとする。） 

・令和７年度予算額、令和８年度予算概算決定額（白書等の予算を伴わない分析等につい

ては、予算額は「－」と記載。隔年予算等は過年度予算額を記載することとする。） 
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（参考１）令和７年４月 21 日 第５回経済財政諮問会議 資料３ 参考資料（地方創生２．０

及び持続可能な地方行財政の重要課題）（抜粋） 
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